
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性種と電磁波とを、第１のセラミックス膜に供給して、該第１のセラミックス膜を結
晶構造の異なる第２のセラミックス膜とする工程を含む、セラミックスの製造方法。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記第１のセラミックス膜は、アモルファス状態のセラミックスからなる、セラミック
スの製造方法。
【請求項３】
　請求項１において、
　前記第１のセラミックス膜は、結晶性の低いセラミックスからなる、セラミックスの製
造方法。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかにおいて、
　前記活性種は、酸素または窒素を含む物質を活性化させて得られるラジカルまたはイオ
ンである、セラミックスの製造方法。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれかにおいて、
　前記活性種に加えて、さらに、不活性ガスを活性化させて得られるイオンを前記第１の
セラミックス膜に供給する、セラミックスの製造方法。
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【請求項６】
　請求項１～５のいずれかにおいて、
　前記第２のセラミックス膜の厚さは、５～３０ｎｍである、セラミックスの製造方法。
【請求項７】
　第１のセラミックス膜を形成する第１の工程と、
　活性種および電磁波 前記第１のセラミックス膜に供給して、該第１のセラミックス膜
を結晶構造の異なる第２のセラミックス膜とする第２の工程とを含み、
　前記第１および第２の工程を交互に行い、所定厚さを有する膜を形成する、セラミック
スの製造方法。
【請求項８】
　請求項７において、
　前記第１のセラミックス膜の厚さは、５～３０ｎｍである、セラミックスの製造方法。
【請求項９】
　請求項７または８において、
　前記第１のセラミックス膜は、基体に対して部分的に形成される、セラミックスの製造
方法。
【請求項１０】
　請求項７において、
　前記第１のセラミックス膜は、アモルファス状態のセラミックスからなる、セラミック
スの製造方法。
【請求項１１】
　請求項７において、
　前記第１のセラミックス膜は、結晶性の低いセラミックスからなる、セラミックスの製
造方法。
【請求項１２】
　請求項７～１１のいずれかにおいて、
　前記活性種は、酸素または窒素を含む物質を活性化させて得られるラジカル、イオンま
たはオゾンである、セラミックスの製造方法。
【請求項１３】
　請求項７～１２のいずれかにおいて、
　前記活性種に加えて、さらに、不活性ガスを活性化させて得られるイオンを所定領域に
供給する、セラミックスの製造方法。
【請求項１４】
　セラミックス膜の形成領域が基体に対して部分的であって、
　活性種および電磁波 、第１のセラミックス膜に供給しながら、該第１のセラミックス
を結晶構造の異なる第２のセラミックス膜とする工程を含む、セラミックスの製造方法。
【請求項１５】
　請求項１４において、
　前記基体の表面に、成膜されるセラミックスに対して親和性を有する膜形成部と、成膜
されるセラミックスに対して親和性を有しない非膜形成部とを形成し、自己整合的に前記
膜形成部にセラミックス膜を形成する工程を含む、セラミックスの製造方法。
【請求項１６】
　請求項１４または１５おいて、
　前記第１のセラミックス膜は、アモルファス状態のセラミックスからなる、セラミック
スの製造方法。
【請求項１７】
　請求項１４または１５において、
　前記第１のセラミックス膜は、結晶性の低いセラミックスからなる、セラミックスの製
造方法。
【請求項１８】
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　請求項１４～１７のいずれかにおいて、
　前記活性種は、酸素または窒素を含む物質を活性化させて得られるラジカルまたはイオ
ンである、セラミックスの製造方法。
【請求項１９】
　請求項１４～１８のいずれかにおいて、
　前記活性種に加えて、さらに、不活性ガスを活性化させて得られるイオンを所定領域に
供給する、セラミックスの製造方法。
【請求項２０】
　請求項１４～１７のいずれかにおいて、
　前記第２のセラミックス膜の厚さは、５～３０ｎｍである、セラミックスの製造方法。
【請求項２１】
　請求項１４～２０のいずれかにおいて、
　前記セラミックスを形成する工程は、複数回繰り返して行われる、セラミックスの製造
方法。
【請求項２２】
　請求項１～２１のいずれかにおいて、
　前記活性種および前記電磁波の少なくとも一方は、基体に対して部分的に供給される、
セラミックスの製造方法。
【請求項２３】
　請求項２２において、
　前記活性種および前記電磁波の少なくとも一方は、前記基体に対して相対的に移動する
状態で供給される、セラミックスの製造方法。
【請求項２４】
　請求項１～２３のいずれかにおいて、
　前記第１のセラミックス膜は、塗布法、ＬＳＭＣＤ法、ＣＶＤ法またはスパッタ法によ
って形成される、セラミックスの製造方法。
【請求項２５】
　請求項２４において、
　前記第１のセラミックス膜は、ＬＳＭＣＤ法によって形成される、セラミックスの製造
方法。
【請求項２６】
　請求項１～２５のいずれかにおいて、
　前記第２のセラミックス膜は、強誘電体からなる、セラミックスの製造方法。
【請求項２７】
　請求項１～２６のいずれかにおいて、
　前記第２のセラミックス膜は、６００℃より低い温度で形成される、セラミックスの製
造方法。
【請求項２８】
　セラミックスが形成される基体の配置部と、加熱部と、少なくともセラミックスの原材
料の一部となる物質の活性種を供給するための活性種供給部と、電磁波を供給するための
電磁波発生部と、を含み、セラミックスの形成領域に、活性種および電磁波 供給できる
、結晶化装置と、
　前記結晶化装置と別のチャンバからなる成膜装置と、を含む、セラミックスの製造装置
。
【請求項２９】
　請求項２８において、
　前記結晶化装置と前記成膜装置との間にロードロック装置を有する、セラミックスの製
造装置。
【請求項３０】
　請求項２８または２９において、

10

20

30

40

50

(3) JP 3664033 B2 2005.6.22

を



　前記基体の配置部は、前記加熱部を構成する、セラミックスの製造装置。
【請求項３１】
　請求項２８～３０のいずれかにおいて、
　前記活性種供給部および前記電磁波発生部の少なくとも一方は、活性種および電磁波の
少なくとも一方を前記基体に対して部分的に供給できる、セラミックスの製造装置。
【請求項３２】
　請求項３１において、
　前記活性種および前記電磁波の少なくとも一方は、前記基体に対して相対的に移動する
状態で供給される、セラミックスの製造装置。
【請求項３３】
　請求項２８～３２のいずれかにおいて、
　前記成膜装置は、塗布法、ＬＳＭＣＤ法、ＣＶＤ法またはスパッタ法によって成膜を実
施する、セラミックスの製造装置。
【請求項３４】
　請求項３３において、
　前記成膜装置は、ＬＳＭＣＤ法によって成膜を実施する、セラミックスの製造装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、酸化膜、窒化膜および強誘電体膜などのセラミックスの製造方法およびその
製造装置 関する。
【０００２】
【背景技術および発明が解決しようとする課題】
強誘電体材料であるＰＺＴ（Ｐｂ（Ｚｒ，Ｔｉ）Ｏ 3）やＳＢＴ（ＳｒＢｉ 2Ｔａ 2Ｏ 9）な
どを形成する場合には、高いプロセス温度を必要とする。たとえば、通常、ＰＺＴの成膜
においては６００～７００℃、ＳＢＴの成膜においては６５０～８００℃の温度を必要と
する。これらの強誘電体の特性は、その結晶性に依存し、結晶性が高いほど一般的に優れ
た特性を有する。
【０００３】
強誘電体膜を含むキャパシタ（強誘電体キャパシタ）を備えた半導体装置、たとえば強誘
電体メモリ装置においては、強誘電体の結晶性が各特性、たとえば残留分極特性、抗電界
特性、ファティーグ特性およびインプリント特性などに顕著に影響を与える。そして、結
晶性のよい強誘電体を得るためには、強誘電体が多元系でかつ複雑な構造を有するペロブ
スカイト結晶構造を有するため、原子が高いマイグレーションエネルギーを必要とする。
その結果、強誘電体の結晶化には、高いプロセス温度を必要とする。
【０００４】
しかしながら、強誘電体膜のプロセス温度が高いと、強誘電体メモリ装置にダメージを与
えやすい。すなわち、強誘電体は結晶化のために酸素雰囲気での高温処理が必要となる。
その高温処理の際に、ポリシリコンや電極材料が酸化し絶縁層が形成されると、この絶縁
層によって強誘電体キャパシタの特性が劣化し、さらに、熱により半導体側のトランジス
タ特性が劣化する。また、ＰＺＴあるいはＳＢＴの構成元素であるＰｂ，Ｂｉは拡散しや
すく、これらの元素が半導体デバイス側に拡散することにより、その劣化を招く。これら
の劣化は、強誘電体膜のプロセス温度が高いほど顕著であり、かつ高集積化された半導体
装置（たとえば１Ｍビット以上の集積度の半導体装置）であるほど顕著となる。
【０００５】
そのため、現状では、強誘電体キャパシタは、強誘電体膜のプロセス温度が高くても比較
的影響の少ない集積度（たとえば１～２５６ｋビット）の半導体装置に適用している。し
かし、現在、ＤＲＡＭ，フラッシュメモリ等では、すでに１６ＭビットからＧビットの集
積度が要求され、そのため、強誘電体メモリ装置の適用分野が限定されている。一方、強
誘電体のプロセス温度を低くして、上述したような高温の酸素雰囲気によるデバイスの劣
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化を防止すると、強誘電体膜の結晶性が低下する。その結果、強誘電体キャパシタの残留
分極特性が低下し、ファティーグ特定、インプリント特性ならびにリテンション特性など
も低下する。
【０００６】
本発明の目的は、プロセス温度を低下させながら、結晶性などの特性が高いセラミックス
を得ることができる製造方法、およびセラミックスの製造装置を提供することにある。
【０００７】
本発明の他の目的は、本発明の方法によって得られたセラミックスを用いた半導体装置な
らびに圧電素子を提供することにある。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　（Ａ）第１の製造方法
　 １の製造方法は、少なくともセラミックスの原材料の一部となる物質の活性種と、電
磁波とを、所定領域に供給しながら、セラミックス膜を形成する工程を含む。
【０００９】
この製造方法によれば、前記活性種と前記電磁波とを膜に照射することにより、膜のマイ
グレーションエネルギーを相乗的に高めることができ、優れた膜質のセラミックスを形成
することができる。さらに、所定領域に電磁波を供給することにより、活性種のマイグレ
ーションエネルギーの増大だけではなく、活性種の密度を増加することができる。その結
果、活性種および電磁波を供給しない場合に比べて、低温のプロセス温度でセラミックス
を形成できる。たとえば、強誘電体の形成においては、好ましくは６００℃より低い温度
、より好ましくは４５０℃以下のプロセス温度を適用できる。
【００１０】
　以上の作用効果は、以下に述べる でも同様である。
【００１１】
第１の製造方法においては、さらに、以下の態様がある。
【００１２】
（１）少なくともセラミックスの原材料の一部となる物質の活性種と、電磁波と、さらに
セラミックスの原材料の他の反応種を所定領域に供給することができる。この製造方法で
は、セラミックスの成膜と同時にその結晶化を行うことができる。
【００１３】
この製造方法では、図１に示すように、基体１０上にセラミックス膜２０を形成するため
に、膜の形成領域に、活性種１００Ａと、他の反応種３００Ａと、電磁波２００Ａとが供
給される。そして、反応種３００Ａと活性種１００Ａとが反応することにより、セラミッ
クス膜２０が形成される。この際、電磁波２００Ａと活性種１００Ａは、反応種３００Ａ
と活性種１００Ａとの反応を活性化し、さらに膜中の原子のマイグレーションエナジーを
高める効果を有する。そして、活性種１００Ａ、電磁波２００Ａおよび反応種３００Ａは
、得ようとするセラミックスの組成、結晶構造、セラミックス材料の使用目的、などによ
って選択される。
【００１４】
活性種１００Ａは、活性種供給部１００によって生成され、反応種３００Ａは反応種供給
部３００を介して供給され、さらに電磁波２００Ａは電磁波発生部２００によって供給さ
れる。
【００１５】
（２）前記所定領域にセラミックスの原材料の一部となる物質からなる膜を形成すること
ができる。この製造方法では、上記（１）の製造方法と同様に、セラミックスの成膜と同
時にその結晶化を行うことができる。しかし、この製造方法では、セラミックスの原材料
の一部の物質が成膜されている点で、上記（１）の製造方法と異なる。
【００１６】
この製造方法では、図２に示すように、基体１０上にセラミックスの原材料の一部となる
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物質からなる膜２０ａが形成されている。そして、所定領域に活性種供給部１００によっ
て活性種１００Ａを、電磁波発生部２００によって電磁波２００Ａを供給することにより
、膜２０ａと活性種１００Ａとを反応させてセラミックス膜を形成する。この際、電磁波
２００Ａと活性種１００Ａは、膜２０ａと活性種１００Ａとの反応を活性化し、さらに膜
中の原子のマイグレーションエナジーを高める効果を有する。
【００１７】
　（３） 活性種と電磁波とを、第１のセラミックス膜に供給し
て、前記第１のセラミックスと結晶構造の異なる第２のセラミックス膜を形成する工程を
含むことができる。この製造方法によれば、あらかじめ形成されたセラミックス膜の結晶
化が行われる。
【００１８】
この製造方法においては、図２に示すように、基体１０上の第１のセラミックス膜２０ｃ
に、活性種供給部１００によって活性種１００Ａを、電磁波発生部２００によって電磁波
２００Ａを供給することにより、第１のセラミックス膜２０ｃでの原子のマイグレーショ
ンエネルギーが高まり、結晶性の高い第２のセラミックス膜を形成することができる。
【００１９】
前記第１のセラミックスは、アモルファス状態あるいは結晶性の低いセラミックスである
ことが好ましい。このような第１のセラミックス膜は、活性種１００Ａおよび電磁波２０
０Ａの照射により、膜での原子のマイグレーションエネルギーが大きくなり、高い結晶性
を有する第２のセラミックスとなる。
【００２０】
以上述べた第１の製造方法での作用効果は、本発明に係る他の製造方法においても同様で
ある。
【００２１】
　 においては、 ２のセラミックス膜は、厚さが５～３０ｎｍであること
が望ましい。膜の厚さがこの範囲であることにより、前記電磁波および前記活性種による
原子のマイグレーションエネルギーの増大効果が膜全体において得られる。膜の厚さが５
ｎｍより小さいと、膜の組成にばらつきを生じやすい。また、膜の厚さが３０ｎｍより大
きいと、原子のマイグレーションエネルギーの増大効果が膜全体において得られにくい。
【００２２】
　（Ｂ）第２の製造方法
　 ２の製造方法は、前述した第１の製造方法を適用して所定厚さのセラミックスの薄膜
を形成する工程を、複数回繰り返して行うことにより、所定厚さのセラミックス膜を製造
できる。このような製造方法としては、次のような態様がある。
【００２３】
（１）上記（Ａ）（１）と同様に、少なくともセラミックスの原材料の一部となる物質の
活性種および電磁波の少なくとも一方を、所定領域に供給しながら、所定厚さのセラミッ
クス膜を形成する工程を、複数回繰り返して行い、所定厚さを有する膜を形成することが
できる。
【００２４】
（２）上記（Ａ）（２）と同様に、前記所定領域にセラミックスの原材料の一部となる物
質からなる膜を形成することができる。
【００２５】
　（３） 第１のセラミックス膜を形成する第１の工程と、上記
（Ａ）（３）と同様に、活性種および電磁波 前記第１のセラミックス膜に供給して、前
記第１のセラミックス膜と結晶構造の異なる第２のセラミックス膜を形成する第２の工程
とを含み、前記第１および第２の工程を交互に行い、所定厚さを有する膜を形成すること
ができる。
【００２６】
この製造方法では、図３に示すように、成膜装置２０００において、基体１０上に第１の
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セラミックス膜２０ａが形成される。ついで、第１のセラミックス膜２０ａが成膜された
基体１０は、結晶化装置１０００に移される。結晶化装置１０００では、活性種供給部１
００から活性種１００Ａが、電磁波発生部２００から電磁波２００Ａが、第１のセラミッ
クス膜２０ａに供給され、第１のセラミックス膜２０ａは結晶化されて第２のセラミック
ス膜２０となる。以上の成膜および結晶化工程が繰り返し行われる。
【００２７】
この第２の製造方法においても、第１の製造方法と同様に、前記セラミックス膜あるいは
第２のセラミックス膜の厚さは、５～３０ｎｍであることが望ましい。
【００２８】
　（Ｃ）第３の製造方法
　この製造方法においては、 セラミックス膜の形
成領域が基体に対して全面的でなく、部分的すなわち微少な領域で行われる。この製造方
法においては、以下の態様がある。
【００２９】
（１）セラミックス膜の形成領域が基体に対して部分的であって、
少なくともセラミックスの原材料の一部となる物質の活性種および電磁波の少なくとも一
方を、所定領域に供給しながら、セラミックス膜を形成する工程を含むことができる。
【００３０】
（２）前述した（Ａ）（２）と同様に、前記所定領域にセラミックスの原材料の一部とな
る物質からなる膜を形成することができる。
【００３１】
　（３） セラミックス膜の形成領域が基体に対して部分的であ
って、
　活性種および電磁波 、第１のセラミックス膜に供給しながら、前記第１のセラミック
スと結晶構造の異なる第２のセラミックス膜を形成する工程を含むことができる。
【００３２】
（４）セラミックス膜を基体に対して部分的に形成する方法として、以下の方法が好まし
い。すなわち、前記基体の表面に、成膜されるセラミックスに対して親和性を有する膜形
成部と、成膜されるセラミックスに対して親和性を有しない非膜形成部とを形成し、自己
整合的に前記膜形成部にセラミックス膜を形成する工程を含むことができる。
【００３３】
（Ｄ）本発明に係る製造方法の他の態様
本発明の製造方法は、以下の態様をとりうる。
【００３４】
（１）前記セラミックスの原材料の一部となる物質の活性種は、酸素または窒素を含む物
質を活性化させて得られるラジカルまたはイオンである。すなわち、活性種としては、酸
化物の場合には酸素のラジカル、イオンまたはオゾンを、窒化物の場合には窒素のラジカ
ルやイオンを用いることができる。ラジカルあるいはイオンの発生方法としては、公知の
方法、たとえば、ＲＦ（高周波）、マイクロ波、ＥＣＲ（電子サイクロトン共鳴）、オゾ
ナー、等を用いた活性種生成方法を例示できる。
【００３５】
前記電磁波は、セラミックスの組成、反応種、活性種などによって選択される。電磁波は
、エキシマレーザ、ハロゲンランプ、ヤングレーザ（高調波）などの発生源を用いること
ができる。また、電磁波として、酸素または窒素を解離できるものを選択すれば、活性種
の濃度を高めることができる。
【００３６】
（２）前記活性種に加えて、さらに、不活性ガス（キセノン、アルゴン）を活性化させて
得られるラジカルまたはイオンを所定領域に供給することができる。たとえば、キセノン
を用いると、マイクロ波を用いた酸素の活性種（酸素ラジカル）の生成において、その濃
度が増加する。
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【００３７】
　（Ｅ） 造装置
　 造装置としては、以下の態様をとりうる。
【００３８】
（１）セラミックスが形成される基体の配置部と、加熱部と、少なくともセラミックスの
原材料の一部となる物質の活性種を供給するための活性種供給部と、電磁波を供給するた
めの電磁波発生部と、を含み、セラミックスの形成領域に、活性種および電磁波の少なく
とも一方を供給できる。
【００３９】
（２）上記（１）の製造装置において、同じチャンバ内に、さらに、セラミックスの原材
料の一部となる物質からなる膜、またはセラミックス膜を成膜するための成膜装置を有す
ることができる。
【００４０】
　（３） セラミックスが形成される基体の配置部と、加熱部と
、少なくともセラミックスの原材料の一部となる物質の活性種を供給するための活性種供
給部と、電磁波を供給するための電磁波発生部と、を含み、セラミックスの形成領域に、
活性種および電磁波 供給できる、結晶化装置と、
　前記結晶化装置と別のチャンバからなる成膜装置と、を含むことができる。
【００４１】
（４）上記（３）の製造装置において、前記結晶化装置と前記成膜装置との間にロードロ
ック装置を有することができる。
【００４２】
（５）上記（１）～（４）の製造装置において、前記基体の配置部は、前記加熱部を構成
することができる。
【００４３】
（６）上記（１）～（５）の製造装置において、前記活性種供給部および前記電磁波発生
部の少なくとも一方は、活性種および電磁波の少なくとも一方を前記基体に対して部分的
に供給できる。
【００４４】
（７）上記（１）～（６）の製造装置において、前記活性種および前記電磁波の少なくと
も一方は、前記基体に対して相対的に移動する状態で供給できる。
【００４５】
（８）上記（３）の製造装置において、前記成膜装置は、塗布法、ＬＳＭＣＤ法、ＣＶＤ
法またはスパッタ法によって成膜を実施することができる。
【００４６】
（９）上記（２）の製造装置において、前記成膜装置は、ＬＳＭＣＤ法またはＣＶＤ法に
よって成膜を実施することができる。
【００４７】
（Ｆ）本発明に係る製造方法によって得られたセラミックスは、各種の用途に利用される
。以下に、代表的な用途の装置を挙げる。
【００４８】
（１）本発明の製造方法によって形成された誘電体膜を含むキャパシタを有する、半導体
装置。このような半導体装置としては、誘電体膜として本発明の製造方法によって得られ
た常誘電体を用いたＤＲＡＭ、強誘電体メモリ（ＦｅＲＡＭ）装置がある。
【００４９】
（２）本発明の製造方法によって形成された誘電体膜を含む圧電素子。
【００５０】
【発明の実施の形態】
［第１の実施の形態］
図４は、本実施の形態に係るセラミックスの製造方法およびその製造装置を模式的に示す
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図である。図４に示す製造装置は、成膜装置２０００と、結晶化装置１０００と、ロード
ロック装置３０００とを有する。そして、被処理体３０は、ロードロック装置３０００を
介して、成膜装置２０００と結晶化装置１０００との間を往復移動可能に配置されている
。
【００５１】
成膜装置２０００は、基体１０上に第１のセラミックス膜２０ａが形成される装置であれ
ば特に制限されない。本実施の形態においてはＬＳＭＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｓｏｕｒｃｅ
　Ｍｉｓｔｅｄ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）が可能なＬＳＭＣＤ装置を用いている。成膜装
置２０００は、有機金属などのセラミックス材料が収容される原料タンク４１０と、原料
をミスト化するミスト化部４２０と、キャリアガスを供給するガス供給部４３０と、ミス
ト化された原材料およびガスを載置部（配置部）４０上に載置された基体１０上の所定領
域に供給するための原料供給部４５０とを有する。原料供給部４５０の先端にはメッシュ
４６０が設けられている。また、基体１０と原料供給部４５０との間には必要に応じて、
形成される第１のセラミックス膜２０ａを所定パターンにするためのマスク４７０が配置
されている。載置部４０は、基体１０を所定温度に加熱するための加熱部を有する。
【００５２】
この成膜装置２０００によれば、以下の手順で第１のセラミックス膜２０ａが形成される
。
【００５３】
まず原料タンク４１０からミスト化部４２０に供給された原料は、たとえば超音波によっ
て、０．１～０．２μｍの径を有するミストとなる。ミスト化部４２０で形成されたミス
トと、ガス供給部４３０から供給されたガスとは、原料供給部４５０に送られる。そして
、原料供給部４５０から基体１０に向けて原料種３００Ａが供給され、基体１０上にアモ
ルファス状態の第１のセラミックス膜２０ａが形成される。
【００５４】
原料に有機金属を用いる場合には、アモルファス状態の第１のセラミックス膜２０ａは、
基体１０を加熱して有機金属錯体を分解（いわゆる脱脂）させることで得られる。なお、
この脱脂は、別室でＲＴＡやファーネスを用いておこなってもよい。
【００５５】
ＬＳＭＣＤ法を用いて形成された第１のセラミックス膜２０ａは、膜内に微細で適度な分
布の空乏を有するため、原子がマイグレーションしやすい状態を有する点で結晶化に有利
である。また、第１のセラミックス膜２０ａは、次の結晶化工程において結晶化を効果的
に行うために、たとえば５～３０ｎｍの厚さで形成されることが好ましい。第１のセラミ
ックス膜２０ａの厚さがこの範囲にあることにより、前述したように、結晶化処理によっ
て、組成のばらつきがなく、結晶のグレインサイズを小さくすることができ、高い結晶性
を有するセラミックスを得ることができる。
【００５６】
結晶化装置１０００は、活性種供給部１００と、電磁波発生部２００とを有する。活性種
供給部１００で形成された活性種１００Ａは、供給路１１０を介して基体１０の所定領域
に供給される。また、電磁波発生部２００によって発生した電磁波２００Ａも、活性種１
００Ａが供給される領域に照射される。活性種供給部１００および電磁波発生部２００の
配置は、活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａの供給を妨げないように、適宜設定される
。
【００５７】
結晶化装置１０００においては、成膜装置２０００で形成されたアモルファス状態の第１
のセラミックス膜２０ａに活性種１００Ａと電磁波２００Ａとが照射されることにより、
第１のセラミックス膜２０ａでの原子のマイグレーションエネルギーが増大する。その結
果、比較的低温で、具体的には６００℃より低い温度、より好ましくは４５０℃以下の温
度で、結晶化が行われ、高い結晶性を有する第２のセラミックス膜２０ｂが形成される。
【００５８】
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成膜装置２０００での第１のセラミックス膜２０ａの形成、および結晶化装置１０００で
の結晶性セラミックス膜２０ｃの形成は、所定の厚さのセラミックス膜を得るために、複
数回繰り返して行うことができる。
【００５９】
特に、ＳＢＴを成膜する際には、ＳＢＴが層状ペロブスカイトのため、結晶方位により成
長速度が異なり、その結果、多結晶では好ましくない溝や孔ができやすい。しかし、本実
施の形態のように薄膜を繰り返して積層することにより、前述した溝や孔を埋めた状態で
、均質な膜を得ることができる。
【００６０】
本実施の形態によれば、成膜装置２０００において、ＬＳＭＣＤ法を用いることにより、
微細で適度な空乏を有することにより原子がマイグレーションしやすい状態の第１のセラ
ミックス膜２０ａを得ることができる。そして、結晶化装置１０００において、第１のセ
ラミックス膜２０ａに、活性種１００Ａと電磁波２００Ａとを照射することにより、原子
に大きなマイグレーションエネルギーを付与でき、その結果、従来の装置に比べて低温で
良好な結晶化を行うことができる。
【００６１】
　
　図５は、 に係る成膜装置４０００を模式的に示す図である。成膜装置４０００は
、成膜と、膜の結晶化とを同時に行うことができる装置の例である。本 では、成膜
はＭＯＣＶＤ法によって行われ、これに 晶化方法が組み合わされている。
【００６２】
成膜装置４０００は、原料を供給するシステムとして、原料タンク５１０、ミスト化部５
２０、加熱器５４０および原料供給部５５０を有する。原料タンク５１０およびミスト化
部５２０は、第１の実施の形態で説明した原料タンク４１０およびミスト化部４２０と同
様であるため、説明を省略する。加熱器５４０は、ミスト化された原材料を加熱して気化
させるものである。そして、原料供給部５５０からは、基体１０の所定領域に反応種３０
０Ａが供給される。
【００６３】
載置台４０の上方には、反応種３００Ａの供給を妨げない位置に、活性種供給部１００と
、電磁波発生部２００とが配置されている。そして、活性種供給部１００からは基体１０
の所定領域に活性種１００Ａが、一方電磁波発生部２００からは電磁波２００Ａが照射さ
れる。
【００６４】
電磁波の波長は、ＰＺＴ，ＳＢＴなどの酸化物を形成する場合、１９３～３００ｎｍが好
ましい。この波長の電磁波を用いると、酸化物での原子のマイグレーションが高まる。ま
た、電磁波として１９３ｎｍのＡｒＦを用いると、酸素を解離し、活性種の濃度を高める
ことができる。
【００６５】
　本 に係る成膜装置４０００によれば、ＭＯＣＶＤ法によってセラミックス膜を成
膜すると同時に、活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａによって膜の結晶化が行われ、セ
ラミックス膜２０が形成される。そして、成膜装置４０００において、成膜と同時に、セ
ラミックス膜に活性種１００Ａと電磁波２００Ａとを照射することにより、原子に大きな
マイグレーションエネルギーを付与でき、その結果、従来の装置に比べて低温で良好な結
晶化を行うことができる。
【００６６】
　［第 の実施の形態］
　図６は、活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａの供給方法の例を示す図である。本実施
の形態においては、活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａの少なくとも一方、好ましくは
両者または少なくとも電磁波２００Ａは、被処理体３０のセラミックス形成領域に部分的
に供給される。
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【００６７】
具体的には、活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａは、図６に示すように、ライン状の領
域３０ａあるいはスポット状の領域３０ｂに供給される。そして、活性種１００Ａおよび
電磁波２００Ａが供給される領域３０ａ，３０ｂは、被処理体３０に対して相対的に移動
できるように設定される。領域３０ａ，３０ｂを被処理体３０に対して相対的に移動させ
るには、被処理体３０を移動させる方法、領域３０ａ，３０ｂを移動させる方法、両者を
移動させる方法のいずれでもよい。また、領域３０ａ，３０ｂを被処理体３０に対して相
対的に移動させるには、活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａがライン状に供給される場
合には、両者の少なくとも一方はライン状の領域と直交する方向（たとえば図６のＸ方向
）に移動され、活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａがスポット状に供給される場合には
、両者の少なくとも一方は一方向（たとえば図６のＸ方向またはＹ方向）に移動される。
【００６８】
活性種１００Ａおよび電磁波２００Ａの少なくとも一方が供給される領域３０ａ、３０ｂ
が部分的であることにより、全面に供給される場合に比べて、被処理体３０の温度上昇を
抑えながら、活性種１００Ａのエネルギーおよび電磁波２００Ａの強度を大きくすること
ができる。
【００６９】
電磁波２００Ａの強度を大きくすると、被処理体３０の温度が高くなるので、被処理体３
０の種類によっては熱によるダメージを受けることがある。たとえば、被処理体３０の基
体に半導体装置が形成されている場合には、酸化膜が形成されたり、不純物の拡散により
ＭＯＳ素子がダメージを受け、半導体装置の劣化を招くことが考えられる。しかし、本実
施の形態によれば、領域３０ａ，３０ｂを部分的にすることで、電磁波の照射による被処
理体の温度上昇を抑えることができる。
【００７０】
電磁波２００Ａの強度および活性種１００Ａのエネルギーは、上記のような被処理体の温
度上昇、セラミックスの組成、などを考慮して設定される。
【００７１】
　［第 の実施の形態］
　図７（Ａ）および（Ｂ）は、本発明の成膜方法の変形例を示す。図７（Ａ）は、基体１
０の平面を示し、図７（Ｂ）は、図７（Ａ）のＡ－Ａ線に沿った断面を示す。
【００７２】
本実施の形態においては、セラミックスを基体１０上に部分的に成膜する例を示している
。このようにセラミックスを成膜する領域を部分的にすることで、全面的にセラミックス
を形成する場合に比べて加熱を必要とする部分の容量が相対的に小さくなるため、加熱処
理に要するエネルギーを少なくすることができる。その結果、加熱プロセスの温度を相対
的に下げることができる。したがって、この実施の形態によれば、活性種および電磁波の
供給によるプロセス温度の低下に加えて、さらにプロセス温度の低下を達成できる。
【００７３】
本実施の形態においては、基体１０は、第１の基体１２と、第１の基体１２上に形成され
た、膜形成部１４および非膜形成部１６とを有する。
【００７４】
膜形成部１４は、基体１０上に形成されるセラミックスと化学的または物理的に親和性の
高い材料、たとえばセラミックスの原料または反応種に対して濡れ性がよい材料で構成さ
れる。これに対し、非膜形成部１６は、成膜されるセラミックスと化学的または物理的に
親和性が悪く、たとえばセラミックスの原料または反応種に対して濡れ性が小さい材料で
形成される。このように基体１０の表面を構成することにより、セラミックス膜を形成し
たい領域に膜形成部１４を配置することにより、所定パターンのセラミックス膜２０が形
成される。
【００７５】
たとえば、セラミックス膜として強誘電体膜を形成する場合には、膜形成部１４の材料と
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して酸化イリジウムを用い、非膜形成部１６の材料としてフッ素系化合物を用いることが
できる。
【００７６】
本実施の形態に係るセラミックスの製造方法は、強誘電体をはじめとする各種セラミック
スに適用することができるが、特に層状ペロブスカイトに好適に用いることができる。層
状ペロブスカイトは、Ｃ軸に対して直角方向において、酸素特にラジカル（原子状酸素）
が拡散しやすいため、結晶化のための加熱プロセスにおいてセラミックス膜２０の側面か
らのラジカルのマイグレーションが容易に行われる。その結果、ペロブスカイトの酸素欠
損が少なくなり、分極特性が向上し、ファテーグ特性、インプリント特性などの劣化が抑
制される。
【００７７】
　
　図８は、本発明に係る製造方法によって得られた強誘電体を用いた半導体装置（強誘電
体メモリ装置５０００）の例を示す。
【００７８】
強誘電体メモリ装置５０００は、ＣＭＯＳ領域Ｒ１と、このＣＭＯＳ領域Ｒ１上に形成さ
れたキャパシタ領域Ｒ２と、を有する。ＣＭＯＳ領域Ｒ１は、公知の構成を有する。すな
わち、ＣＭＯＳ領域Ｒ１は、半導体基板１と、この半導体基板１に形成された素子分離領
域２およびＭＯＳトランジスタ３と、層間絶縁層４とを有する。キャパシタ領域Ｒ２は、
下部電極５、強誘電体膜６および上部電極７から構成されるキャパシタＣ１００と、下部
電極５と接続された配線層８ａと、上部電極７と接続された配線層８ｂと、絶縁層９とを
、有する。そして、ＭＯＳトランジスタ３の不純物拡散層３ａと、キャパシタＣ１００を
構成する下部電極５とは、ポリシリコンまたはタングステンプラグからなるコンタクト層
１１によって接続されている。
【００７９】
　本 に係る強誘電体メモリ装置５０００においては、キャパシタＣ１００を構成す
る強誘電体（ＰＺＴ、ＳＢＴ）膜６は、通常の強誘電体より低い温度、たとえばＰＺＴの
場合には５００℃以下、ＳＢＴの場合には６００℃より低い温度で形成できる。したがっ
て、ＣＭＯＳ領域Ｒ１に対して熱によるダメージの発生を抑制できるので、キャパシタＣ
１００は、高集積度の強誘電体メモリ装置に適用できる。また、強誘電体（ＰＺＴ、ＳＢ
Ｔ）膜６は、通常の強誘電体より低い温度で形成できることから、ＣＭＯＳ領域Ｒ１の配
線層（図示せず）およびキャパシタＣ１００を構成する電極部５，７の材料としてイリジ
ウムや白金などの高価な材料を用いなくとも、配線あるいは電極部の劣化がない。そのた
め、これらの配線層および電極部の材料として、安価なアルミニウム合金を用いることが
でき、コストの低減を図ることができる。
【００８０】
さらに、ＣＭＯＳなどの半導体装置においては、強誘電体（ＰＺＴ、ＳＢＴ）による汚染
を防ぐために、通常、半導体プロセスとキャパシタプロセスとを隔離することが行われて
いる。しかし、本発明の製造方法によれば、強誘電体のプロセス温度を低くできるので、
通常の半導体プロセスの最終工程である多層配線工程後に、連続してキャパシタの形成が
できる。そのため、隔離するプロセスを少なくでき、プロセスの簡易化を図ることができ
る。さらに、本発明の製造方法は、半導体プロセスとキャパシタプロセスとの隔離を必要
としないので、ロジック、アナログなどが混載された半導体装置の製造に有利である。
【００８１】
本発明の製造方法によって形成される誘電体は、上記強誘電体メモリ装置に限定されず、
各種半導体装置、たとえばＤＲＡＭではＢＳＴのような高誘電率の常誘電体を用いること
により、キャパシタの大容量化を図ることができる。
【００８２】
また、本発明の製造方法によって形成される誘電体は、他の用途、たとえば、アクチュエ
ータに用いる圧電素子の圧電体などに適用できる。
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【００８３】
さらに、本発明の製造方法によって形成される窒化物（窒化シリコン、窒化チタン）は、
たとえば、半導体装置のパッシベーション膜、ローカルインターコネクタ膜などに適用で
きる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の製造方法の一例を模式的に示す図である。
【図２】　本発明の製造方法の一例を模式的に示す図である。
【図３】　本発明の製造方法の一例を模式的に示す図である。
【図４】　本発明の製造方法および製造装置に係る第１の実施の形態を模式的に示す図で
ある。
【図５】　本発明の製造方法および製造装置に係る を模式的に示す図である。
【図６】　本発明の製造方法および製造装置に係る第 の実施の形態を模式的に示す図で
ある。
【図７】　本発明の製造方法および製造装置に係る第 の実施の形態を模式的に示す図で
ある。
【図８】　本発明の に係る半導体装置を模式的に示す図である。
【符号の説明】
１０　基体
１２　第１の基体
１４　膜形成部
１６　非膜形成部
２０　セラミックス膜
１００　活性種供給部
１００Ａ　活性種
２００　電磁波発生部
２００Ａ　電磁波
１０００　結晶化装置
２０００，４０００　成膜装置
５０００　強誘電体メモリ装置
１　半導体基板
３　ＭＯＳトランジスタ
５　下部電極
６　強誘電体膜
７　上部電極
Ｃ１００　キャパシタ
Ｒ１　ＣＭＯＳ領域
Ｒ２　キャパシタ領域
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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